
別冊２

第２期鹿屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標の達成状況 ※　達　成　度：◎…100％以上、〇…60％以上、△…20％以上、×…20％未満

基本目標①やってみたい仕事ができるまち ※　削減目標★：◎…０%以下、○…40%以下、△…80%以下、×…80%を超える（マイナス値であれば目標達成） ※フィルターを使用しないでください。

達成度 成果指標

(R3) 達成状況

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 実績値/目標値 (R3)

1

（１）活力ある農林水
産業の振興 ②農林水産業の経営体

制の強化
スマート農業実証事業 A2

　環境統合制御装置や茶園スプリンクラー制御の実証ほの設置、アシスト
スーツや農業用ドローンの導入を支援し、地域に合ったスマート農業の確
立・普及を図る。

スマート農業普及率(耕種) 0%⇒20% 1 0.9 3 5.8 5 8.6 10 15 20% 172.0% ◎

・実証現地検討会での結果報告や個別説明、市ホームページ等を通じ
てスマート農業の効果を農家に伝えている。
・導入希望農家に対しては、機器導入支援事業（市単独）で補助して
いる。

農政課

2

（１）活力ある農林水
産業の振興 ②農林水産業の経営体

制の強化
漁業付加価値向上対策事
業

A1
　ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）による種子島周辺漁業対策事業を利
用し、餌料供給施設及び水産物加工処理施設の整備（更新）に対して助成
を行う。そのことにより、鹿屋市漁業協同組合の経営安定を図る。

漁業水揚量
4,200,000kg⇒
4,210,000kg

4,201,500 3,877,589 4,203,000 3,591,685 4,204,500 4,592,755 4,206,500㎏ 4,208,000㎏ 4,210,000kg 109.2% ◎
　引続き補助率の高い種子島周辺対策事業を活用し、漁業生産に必要
な施設の整備を優先度に応じて行っていく。

林務水産課

3

（１）活力ある農林水
産業の振興 ②農林水産業の経営体

制の強化
畜産経営活性化対策事業 A2

　新たな経営形態の創出と基本に立ち帰った専門員の指導に基づき、経営
の向上と更なる生活基盤の拡大を図り、畜産経営の活性化を図る。

中核農家（20頭以上）割
合（全892戸中）

19％⇒23.6％ 20 20.5 21 23.7 21.5 26 22 22.5 23.6% 120.9% ◎

　経営体の高齢化による離農が進む中、担い手、後継者の確保を行い
ながら、経営基盤の強化を継続的に進めていく。
※担い手確保事業、研修制度の利用（最長２年間）、経営開始資金
（上限100万円）

畜産課

4
（１）活力ある農林水
産業の振興 ②農林水産業の経営体

制の強化
価格補償対策事業 A2

　吾平地域における指定野菜（春・秋かぼちゃ）の生産拡大と銘柄確立を
図るため、鹿屋市、肝付吾平町農協、指定野菜生産農家が共同して基金を
造成し、生産費補償による経営安定を図る。

指定野菜の作付け面積 10.48ha⇒11.00ha 10 10.33 10 9.65 10.3 9 10.50ha 10.80ha 11.00ha 87.4% 〇
・小玉品種への取り組み（労働力軽減）
・かぼちゃ以外の既存農家に吾平町技連会で作付推進（定期会合時の
声掛け等）を実施

吾平産業建設
課

5

（１）活力ある農林水
産業の振興 ⑤生産基盤の強化によ

る生産性の向上
『かのや和牛』生産力強
化事業

A2

　肉用牛の飼養頭数維持と安定的な経営のため、肉用牛舎整備に対して補
助を行う。また、肉用牛繁殖経営の効率化と省力化のため、次世代経営技
術（ICT）の機器導入に対しても補助を行うことでスマート農業を推進す
る。

中核農家（20頭以上）割
合（全892戸中）

19％⇒23.6％ ー ー 21 23.7 21.5 26 22 22.5 23.6% 120.9% ◎
　牛舎整備、ICT機器導入に補助を行い、規模拡大、肉用牛経営の効
率化の省力化を進めていく。補助については、毎年、希望調査を行い
農家のニーズに応じた支援に努めている。

畜産課

6

（１）活力ある農林水
産業の振興

⑥高付加価値化と販路
開拓・拡大

かのや食・農商社推進事
業（地域６次産業化推進
事業）

A2

　６次産業化を推進するとともに、各種相談支援や関係機関と連携した各
種施策・事業を実施することにより、本市の地域特性である第一次産業を
基軸とした産業振興を図り、また、新商品開発の促進、講演会及びセミ
ナー等の開催、大隅加工技術研究センターを活用した加工セミナーを開催
するなど、高付加価値化と販路開拓・拡大を推進する。

６次産業化総合化事業計画
認定事業者

５者⇒８者 5 5 5 5 6 5 7 8 ８者 83.3% 〇

　市内事業者（１者）が、令和４年度内に新たに６次産業化総合化事
業計画認定を受ける動きがあり、国、県へ事前相談をしながら、当該
計画認定に向けて取り組んでいる。市は、認定手続きのフォローを
行っている。 産業振興課

遊休農地面積 ★304ha⇒194ha 304 376 280 409 250 380 220 194 194ha 52.0% △

　農業委員、推進委員毎に個別の数値目標を設定し、目標達成に向け
て活動している。遊休農地の解消には、利用権設定による耕作者が必
要であることから、利用斡旋なども行っている。

担い手への農地利用集積 3,121ha⇒9,122ha 3,774 3,695 4,427 3,571 5,080 3,893 6,427 7,774 9,122ha 76.6% 〇

　農業委員、推進委員毎に個別の数値目標を設定し、目標達成に向け
て活動している。農地拡大や新規就農者の相談に応じ、農地の斡旋な
ども行っている。

8

（１）活力ある農林水
産業の振興

⑨鳥獣被害対策の充実 鳥獣被害総合対策事業 A2

　農業経営の安定を図るため、電気柵、ワイヤーメッシュ柵等の侵入防止
柵を設置し、イノシシ、サルなどの有害鳥獣による農作物被害を防止す
る。また、鳥獣害対策システムクラウドを活用し、鳥獣による農作物被害
状況を猟友会と共有することで、より効果的な鳥獣対策を実施する。

被害額の抑制
★8,607千円⇒4,302
千円

5,269 6,419 7,746 8,099 6,864 7,023 6,023千円 5,161千円 4,302千円 2.3% ○
　国庫補助を活用した農地への鳥獣侵入防止柵整備事業を要望し、R4
年度は受益面積56.26haの整備を実施する予定。

林務水産課

9
（１）活力ある農林水
産業の振興

⑩まもり・育てる林業
の推進

特用林産事業 A3
　特用林産物（枝物）の生産拡大のため、生産組合の新植を支援し、生産
基盤の整備や担い手の育成・確保を図る。

枝物作付面積 19ha⇒19ha 19 11 19 14.4 19 17.2 19ha 19ha 19ha 90.5% 〇
　枝物生産組合２団体から要望を受けており、計画的な生産拡大のた
めの生産基盤整備の支援を行う。

林務水産課

10

（２）商工業の振興と
雇用の促進

①中小企業等の振興
かのや食・農商社推進事
業【再掲】（地域6次産
業化推進事業【再掲】）

A1
　鹿屋市産業支援センターをはじめとする、商工団体や金融機関など市内
創業支援機関、かごしま産業支援センターと連携を図り、起業、創業等に
対する支援を推進する。

創業支援等事業による創業
者

41件⇒50件 50 38 50 28 50 45 50 50 50件 90.0% 〇

　鹿屋商工会議所、かのや市商工会と連携した創業者向けの創業塾等
を開催し、創業しやすい環境を整備している。
・創業塾：かのや商工会（R3～）
・創業ｽｸｰﾙ：鹿屋商工会議所（R4～）

産業振興課

11

（２）商工業の振興と
雇用の促進

①中小企業等の振興 商工業活性化推進事業 A3
　中小企業の成長支援、経営支援を行い、小規模事業者の経営の安定化を
図る。また、商工会議所及び商工会と連携した販路開拓等の取組を支援
し、本市中小企業の振興及び健全な発展に資する。

小規模事業者数
3,742事業所 ⇒
3,742事業所※現状維
持

3,742 3,704 3,742 3,707 3,742 3,753 3,742 3,742 3,742事業所 100.3% ◎

　新型コロナの影響を受けている中小企業に対し、商工会議所及び商
工会と連携した支援事業を実施している。

商工振興課

12

（２）商工業の振興と
雇用の促進 ②商店街の活性化

商工業活性化推進事業
（商店街活性化推進事
業）【再掲】

A3
　市内の各地域の商店街等がイベント事業等を行い、商店街地区への集客
及び組織活動の強化を図り、商店街や地域の活性化を図る。

地域イベント等参加人数
96,700人 ⇒
110,000人

110,000 112,700 110,000 30 110,000 550 110,000 110,000  110,000人 0.5% ×
　新型コロナの影響により中止してきたイベント等について、感染防
止対策を徹底した上での開催方法について検討する。

商工振興課

13

（２）商工業の振興と
雇用の促進

③企業誘致等の推進
企業誘致・サポート推進
事業

A2
　企業進出・立地に向けた取組を推進するとともに、サテライトオフィス
を誘致するためのモデル事業を実施することで、地域内における若者を含
めた雇用機会の創出や定住促進につなげる。

立地協定締結件数 ５件(各年度) 5 5 5 1 5 3 5 5 ５件 60.0% 〇
企業誘致サポーター制度をR３年度に創設しており、企業誘致サポー
ターを活用した企業情報収集の体制強化を行っている。
※企業誘致サポーター：９人

産業振興課

14

（２）商工業の振興と
雇用の促進

④就業の支援 地元就職支援事業 A3
　新規学卒者やＵＩターン希望者の地元への就職率を高め、人手不足に困
窮する地元企業への就職率を高めることで、定住人口の増加と将来的な産
業の活性化を図る。

事業後の雇用マッチング数 22人 ⇒ 30人 30 13 30 0 30 2 30 30 30人 6.7% ×

〇求人情報発信支援事業補助の実施
　新規事業として市内事業者の就職情報サイトへ求人情報を掲載する
費用に対し2/3補助する制度を開始し、求人情報発信及びマッチング
を強化した。

商工振興課

農業委員会7

（１）活力ある農林水
産業の振興

⑦農地の有効利用の促
進

農地流動化地域総合推進
事業（共通）

A3
  農地中間管理事業を推進し、担い手農家への農地の集約化や農業経営の
規模の拡大等により農用地の利用の効率化及び農業生産性の向上を図る。

成果指標 平成30年度⇒
令和６年度

元 2 3 4 5 6 所　管　課　事業
分類

事業概要
成果指標 年　度（令和）

R3の達成状況を踏まえ
改善・強化（工夫）している内容

No 基本施策 具体的施策 事業名

1／5



別冊２

第２期鹿屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標の達成状況 ※　達　成　度：◎…100％以上、〇…60％以上、△…20％以上、×…20％未満

基本目標②いつでも訪れやすいまち ※　削減目標★：◎…０%以下、○…40%以下、△…80%以下、×…80%を超える（マイナス値であれば目標達成）

達成度 成果指標

(R3) 達成状況

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 実績値/目標値 (R3)

1
（１）地域資源を生か
した観光の推進 ②魅力ある観光地の形

成
霧島ヶ丘公園施設整備事
業

A3
　公園施設の年次的な改修、修繕を行い、利用者が安全で安心して利用で
きるよう、施設の適切な維持・管理に努める。

公園利用者数
244,715人 ⇒
297,800人

245,800 220,323 247,000 136,609 248,160 219,870 270,530人 284,050人 297,800人 88.6% 〇
　１年中を通して、いずれかの草花が開花している状態を年々工夫し
ている。

都市政策課

2

（１）地域資源を生か
した観光の推進 ②魅力ある観光地の形

成
かのやばら園施設整備事
業

A3
　来園者の満足度向上を図るため、施設の年次的な改修・修繕を行うとと
もに、魅せるばら園整備を行い、来園者の増加に努める。

ばら園入園者数
91,105人 ⇒
120,000人

110,000 81,465 112,000 74,805 114,000 55,675 116,000人 118,000人  120,000人 48.8% △
　旅行業者への営業訪問やマリンポートかごしまと鹿屋港を結ぶ不定
期航路を活用した団体ツアーを実施する旅行業者への補助など団体客
の誘致強化を図り、来園者の増に努めている。

都市政策課

3

（１）地域資源を生か
した観光の推進 ②魅力ある観光地の形

成
ばらを生かしたまちづく
り推進事業

A3
　鹿屋の地域資源である「ばら」や「かのやばら園」の魅力を最大限に生
かし、地域活性化を図る。

ばら園入園者数
91,105人 ⇒
120,000人

110,000 81,465 112,000 74,805 114,000 55,675 116,000人 118,000人  120,000人 48.8% △
　来園者に対して、検温、消毒、入園申込書への記載、定期的な園内
の消毒を実施するなど、感染症対策を徹底したうえで、春のばら祭り
を開催。新たな「ばらを活かしたまちづくり計画」の策定に着手。

都市政策課

4 （１）地域資源を生か
した観光の推進

③多様な地域資源を生
かしたツーリズムの推
進

観光ＰＲ誘客推進事業
【再掲】

A1

　鹿屋市観光基本計画に基づき、各種事業を展開し、地域経済の活性化に
つなげていく。
　グリーンツーリズムや教育旅行、登山・トレッキング、戦争遺跡など、
本市の自然や食など様々な観光素材に加え、雄川の滝・内之浦宇宙空間観
測所など大隅半島の観光地を絡めたＰＲを旅行エージェントや旅行客等に
行うとともに、観光物産フェア等の実施やSNS の活用などにより情報発
信を強化し、本市の認知度向上と、外国人を含む県内外からの観光客の増
加を図る。

入込客数
1,407千人 ⇒ 1,500
千人 1,500,000 1,533,034 1,500,000 892,356 1,500,000 832,345 1,500千人 1,500千人  1,500千人 55.5% △

　マイクロツーリズムの推進のための、体験メニュー等のタリフ化
し、タリフを活用した営業活動、各種媒体を活用したプロモーション
活動を行った。

ふるさとＰＲ
課

5

（１）地域資源を生か
した観光の推進

④観光分野における広
域・官民連携の強化

「大隅はひとつ！」大隅
広域観光推進プロジェク
ト事業

A2

　大隅地域の広域観光を推進していくため、各市町が有する地域資源を有
機的に連携する組織体制を構築し、観光客の観光ニーズへの対応や、域内
の回遊性・滞在型観光の向上促進、域内経済効果の拡大を図る。
　戦略的な観光地域づくりを推進し、官民一体となった大隅広域観光の充
実を図る。

大隅地域延べ宿泊者数
497,753人 ⇒
450,000人

441,000 494,329 450,000 339,335 450,000 450479 450,000人 450,000人 450,000人 100.1% ◎
　マイクロツーリズムの推進のための、大隅４市５町の体験メニュー
等のタリフ化し、タリフを活用した営業活動、各種媒体を活用したプ
ロモーション活動を行った。

ふるさとＰＲ
課

6

（１）地域資源を生か
した観光の推進

④観光分野における広
域・官民連携の強化

観光・物産地域連携推進
事業

A3

　本市の観光資源（観光、産業等）を活用し総合的にプロデュースする組
織の育成及び観光・物産・ツーリズムそれぞれの事業を展開することによ
り、地域活性化を図る。また、本市の地域資源を活用した効果的な情報発
信を行い、誘客促進を図る。

物産センター訪問者数
48,399人 ⇒ 63,000
人

50,000 48,706 52,500 27,240 55,000 31,233 57,500人 60,000人  63,000人 56.8% △
　観光協会ＥＣサイトの強化や着地型旅行造成のための、地域限定旅
行業の資格取得、教育旅行受入のための新規受入家庭の開拓した。
（55軒の確保）

ふるさとＰＲ
課

寄附件数
77,486件 ⇒
100,000件

100,000 134,851 100,000 135,926 100,000 154,762 100,000件 100,000件  100,000件 154.8% ◎

・８月から一部を除きサイト運営をLR株式会社に委託し、掲載返礼品
数の増加や魅せるページ作りを改善している。
・本市の知名度を露出させ、寄附申込に誘導するため、サイト内広告
を強化している。

かのやメンバーズクラブ会
員

8,891人 ⇒ 18,000
人

10,000 15,654 16,000 19,004 16,500 19,827 17,000人 17,500人  18,000人 120.2% ◎

・メール会員に対し、定期的に返礼品や地元事業者の情報等を提供し
ている。
・メンバーズクラブの活用方法について、検討しているため、目標設
定はしない。

8
（２）スポーツによる
交流の推進 ①スポーツ合宿・大会

の推進
スポーツ合宿まちづくり
推進事業

A1
　鹿屋体育大学と連携したトップアスリートの自主トレ誘致、社会人や学
生等のスポーツ合宿誘致に取り組むため、官民連携によるスポーツコミッ
ションを核とした誘致活動、受入環境の整備を行う。

スポーツ合宿者数
18,878人 ⇒ 25,000
人

20,000 20,357 21,000 3,193 22,000 10,027 23,000 24,000 25,000人 45.6% △
　スポーツコミッションと連携し、これまでのスポーツ合宿の実績、
鹿屋体育大学・競技団体等のネットワークを活用した個別の営業活動
を新たに実施している。

市民スポーツ
課

9

（２）スポーツによる
交流の推進 ②自転車によるまちづ

くりの推進
ホームタウンスポーツ推
進事業

A2
　トップアスリート（プロ選手）との連携による特色ある地域づくりを推
進するため、鹿屋市を拠点とするプロチームの育成とサイクルシティづく
りを推進する。

イベント・ツーリズム参加
者数

2,669人 ⇒ 2,740人 2,680 1,986 2,692 1,961 2,704 1,786 2,716 2,728  2,740人 66.1% 〇
　ホームタウンチームとの連携、自転車を快適に利用できる環境整備
を行っている。
　※サイクリストサポート施設28施設、矢羽根の設置等

市民スポーツ
課

10
（２）スポーツによる
交流の推進 ③ホストタウンの取組 ホストタウン事業 A2

　2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に、地域の
活性化等を推進するため、ホストタウン相手国とスポーツ・観光・文化・
地域経済の各分野での交流を行う。

ホストタウン交流による参
加学校数

毎年２校 ⇒ ４校 4 11 4 4 4 3 4 4 ４校 75.0% 〇
　コロナ禍において、直接交流が制限される中、オンラインを活用し
て継続した交流を行っている。

地域活力推進
課

相談窓口を経由した移住者
数

82人/3年⇒300人/6
年

50 10 50 40 50 29 50 50 50人 58.0% △

　移住コンシュルジュ(地域おこし協力隊)が中心となって本市企業の
紹介動画を作成し、市移住専用サイトで企業情報とともに掲載する準
など、移住希望者への仕事に関する情報発信を強化している。
　SNSやSMOUT(移住マッチングサイト)で本市に興味を示した者を公式
LINEに誘導し、個別に細かな相談対応をすることで本市に好印象を
持ってもらい移住に繋がるよう努めている。

空き家等バンク登録物件数 17軒/年 ⇒ 35軒/年 30 20 30 22 30 29 35 35  35軒 96.7% 〇

　固定資産納税通知書発送時の封筒に記載している空き家等バンク事
業案内のフォント等を変更して目につきやすくしたほか、安全安心課
が主催する「空き家無料相談会」への参加及び「鹿屋まちゼミ」での
空き家等バンク講座の実施により制度の周知及び登録物件数の増加を
図っている。

移住相談件数 30件/年 ⇒ 60件/年 60 70 60 140 60 135 60 60  60件 225.0% ◎

　SNSで移住支援の内容や空き家等バンク登録物件の紹介、移住相談
会開催等の情報発信を強化するとともに、公式LINEでの相談を誘導す
ることで、個別に細やかな対応ができるよう努めている。

　2020年に開設した移住に関するワンストップ窓口である「かのや移住
サポートセンター」において、きめ細やかな相談対応やＳＮＳ等による移
住希望者向けの本市の情報発信、移住体験ツアーの開催、専従の相談員に
よる空き家等バンク事業など、本市への移住・定住の推進に向けた施策を
行っている。

地域活力推進
課

ふるさとＰＲ
課

　ふるさと納税制度を通じて、本市の特産品等を全国に発信し、地域の産
業振興・活性化に資するとともに、同制度を基盤とした「ふるさと会」と
の連携及び「かのやメンバーズクラブ」と展開することで、本市のさらな
る認知度向上と寄附金の増額につなげる。
　本市のシティセールス指針に基づき、全庁的なイメージ戦略の情報共有
を図るとともに本市の認知度向上につながる取組を実施する。

11

（３）移住・定住の推
進

①移住・定住者への支
援体制の充実

定住促進事業 A1

7

（１）地域資源を生か
した観光の推進

⑤関係人口の増加につ
ながる施策の展開

ふるさとＰＲ促進事業 A3

成果指標 平成30年度⇒
令和６年度

元 2 3 4 5 6 所　管　課　No 基本施策 具体的施策 事業名 事業
分類

事業概要
成果指標 年　度（令和）

R3の達成状況を踏まえ
改善・強化（工夫）している内容

2／5



別冊２

第２期鹿屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標の達成状況 ※　達　成　度：◎…100％以上、〇…60％以上、△…20％以上、×…20％未満

基本目標③子育てしやすいまち ※　削減目標★：◎…０%以下、○…40%以下、△…80%以下、×…80%を超える（マイナス値であれば目標達成）

達成度 成果指標

(R3) 達成状況

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 実績値/目標値 (R3)

1

（１）子育て支援の充
実 ②妊娠期から出産期に

おける支援の充実
妊産婦乳幼児健康診査事
業

A2
　妊娠から出産、産後、乳幼児期における健康診査、健康教育・相談、個
別支援の普及啓発を行い、特に初めての妊娠や子育てを重点にし、母子を
含む家族全体の健康の保持・増進を図る。

訪問産後ケア事業利用者数 136人 ⇒ 165人 140 143 145 140 150 133 155 160 165人 88.7% 〇

　産後ケアについては、母子手帳発行時に全妊婦へ説明、子育て便利
帳掲載、パパママ教室等で紹介、初産婦への電話勧奨に加え、R4.７
月は広報かのや(子育て特集)で事業や助産師等地域の支援者を紹介し
た。

健康増進課

2

（１）子育て支援の充
実

②妊娠期から出産期に
おける支援の充実

出産・育児支援事業 A3

　妊産婦等の方々のそれぞれの状況（妊婦週ごと、乳幼児の年齢ごと等）
に合致した情報の提供や、健診や予防接種などの子どもの成長記録を残せ
る機能を提供する。
　児童の健全な育成を図るため、母親など地域住民の積極的参加による地
域組織活動の促進を図ることを目的に、親子及び世代間の交流文化活動等
に取り組む。

子育てアプリ登録者数
386人（2019）⇒
800人

800人 724人 800 932 800人 1,096人 800人 800人 800人 137.0% ◎
　より多くの子育て世帯にご利用いただけるよう、周知広報に努める
とともに、アプリの情報発信機能の充実に向け、検討を進めていく。

子育て支援課

3
（１）子育て支援の充
実 ③子育て支援策の推進 幼稚園・保育所等給付費 A2

　教育を希望する場合や、「保育の必要な事由」に該当し、保育を希望す
る場合に、保育所等で教育・保育が実施できるよう認可保育事業所に対し
財政支援を行う。

潜在的待機児童数 ★87人 ⇒ 36人 87人 136人 77 152 67人 113人 57人 47人 36人 68.7% △
　定員の弾力運用や、認定こども園への移行を勧め保育の受け皿拡大
を図っている。

子育て支援課

4

（１）子育て支援の充
実

③子育て支援策の推進 子育て広場推進事業 A3

　新生児から小学3年生までの児童及びその家族が、土日・休日や雨の日
でも安心して利用できる室内空間を創出し、健全な遊びの場を提供するこ
とで児童の健康を増進するとともに、育児相談や子育て世帯の交流を通し
て、保護者の育児ストレスの解消を図る。

延べ利用者数
34,426人⇒ 40,000
人

30,000人 27,331人 40,000 17,193 41,500人 18,657人 42,000人 43,000人 40,000人 45.0% △
　新型コロナウイルス感染防止対策の強化。子育てアドバイザーを増
員し、週４日から週６日開館に向けて協議中。

子育て支援課

5
（１）子育て支援の充
実 ③子育て支援策の推進 予防接種事業 A3

　伝染の恐れのある疾病の蔓延を防ぎ、公衆衛生の向上を図るため、定期
予防接種（13種類（15疾病））と任意予防接種（2種類（2疾病））を
実施する。

定期予防接種平均接種率 91.6％ ⇒ 95％ 95 94 95 83.5 95 89 95 95 95% 93.7% 〇
　例年、予防接種未接種者への通知、乳幼児健診での接種履歴の確認
及び接種勧奨を行っている。

健康増進課

6

（１）子育て支援の充
実

③子育て支援策の推進
学校・家庭・地域の連携
による教育支援活動促進
事業

A2
　鹿屋市教育委員会が配置する地域学校安全指導員及び地域ボランティア
並びに小・中学校、家庭及び地域の関係機関等が連携し、地域社会全体で
登下校時の児童・生徒の安全確保を図る。

通学時交通事故・不審者情
報の数

★２４件⇒２０件 25 33 25 25 25 28 25 23 20件 12.0% ○

　スクールガード研修会を実施し、令和３年度の鹿屋市内の通学時の
交通事故や不審者情報、地域ごとの取組の情報を共有し、今年度の安
全指導に生かすことができるようにした。また、今年度の交通事故、
不審者情報については管理職研修会において内容を説明し、学校・家
庭・地域と連携が図れるようにした。

学校教育課

7
（１）子育て支援の充
実 ④母子保健活動の推進

妊産婦乳幼児健康診査事
業【再掲】

A2
　妊娠から出産、産後、乳幼児期における健康診査、健康教育・相談、個
別支援の普及啓発を行い、特に初めての妊娠や子育てを重点にし、母子を
含む家族全体の健康の保持・増進を図る。

各種乳幼児健診受診率 91％ ⇒ 95％ 95 92 95 83.4 95 90.3 95 95 95% 95.1% 〇
　例年、母子保健推進員や市保健師等の未受診者訪問や電話による受
診勧奨を行い、母子の健康状態、児の心身の発達、家族や養育状況等
を確認している。

健康増進課

研究提携校（鹿屋小・中
オープンスクール参加者）

300人⇒400人 350 353 360 424 370 208 380 390 400人 56.2% △

　教職員が、目的をもって計画的に、研修会や研究公開に参加するよ
う、管理職研修会等で年間計画を示し、説明を行っている。
ＩＣＴ支援員を14人配置（昨年度８人）することで、授業等における
効果的な活用について研修を増やしている。

授業力アップセミナ
ー参加者

250人⇒300人 270 210 275 0 280 0 285 290 300人 0.0% ×
　Zoomを活用し、全体会を分散するなど、開催方法を工夫し、実施し
ていく。

NRT標準学力調査偏差値
平均(小学校)

49.7点⇒52.0点 49.7 47.5 50.5 49.2 50.5 50.2 51.5 51.5 52.0点 99.4% 〇

　教職員が、目的をもって計画的に、研修会や研究公開に参加するよ
う、管理職研修会等で年間計画を示し、説明を行っている。今後、研
究公開直前には、各学校に周知・参加依頼を積極的に行う。
研修会や研究公開参加後に「振り返り」を位置付けたり、各学校で研
修の成果還元が行われるよう、学期毎の研修内容の見届け（学校訪
問）を行ったりする。

NRT標準学力調査偏差値
平均(中学校)

48.3点⇒52.0点 48.3 44.9 50.0 47.8 50.0 48.4 51.0 51.0 52.0点 96.8% 〇
教職員一人一人の授業力向上を目指し、各種研修会の充実を図ってい
る。

10

（２）未来につながる
教育の充実 ①学力と資質を育む教

育の推進
外国語指導助手経費 A2

　ALTを小・中学校、高校に派遣し、英語学習への関心を高めるととも
に、児童・生徒のコミュニケーション能力の育成を図る。

英検３級相当の英語力のあ
る生徒の割合

37.５％ ⇒ 50％ 50 37.5 43.0 46.1 45.0 32.3 47.0 49.0 50% 71.8% 〇

　5つの英語教育圏に配置した５人のＡLT（アウルズ）の小・中学校
への派遣に加えて、鹿屋女子校にも1人を常勤化し、特色ある鹿屋女
子校でのカリキュラムの推進だけでなく、各小中学校での派遣回数を
増やした。

学校教育課

11

（２）未来につながる
教育の充実

③学校教育環境の充実
かのやＩＣＴ教育推進事
業（小学校）

A2
　ＩＣＴ機器の整備促進とその有効活用による指導の充実を図り、内容豊
かで分かりやすい授業を展開することで児童生徒の学力の向上を図る。

ＩＣＴ機器を活用できる教
職員の割合

61％⇒80％ 65 70.8 70.0 73.0 80.0 64.3 90.0 95.0 100% 80.4% 〇

　各種研修会で、iPadの利活用や、授業支援クラウドの活用等研修を
深めることができた。今後も絶えず、各学校や教職員一人一人のニー
ズに合った研修方法や内容の工夫や、好事例の共有を図りたい。 学校教育課

12

（２）未来につながる
教育の充実

③学校教育環境の充実
かのやＩＣＴ推進事業
（中学校）

A2
　ＩＣＴ機器の整備促進とその有効活用による指導の充実を図り、内容豊
かで分かりやすい授業を展開することで児童生徒の学力の向上を図る。

ＩＣＴ機器を活用できる教
職員の割合

59％⇒80％ 65 67.0 70.0 66.4 80.0 66.5 90.0 95.0 100% 83.1% 〇

　各種研修会で、iPadの利活用や、授業支援クラウドの活用等研修を
深めることができた。タブレット端末の活用に慣れつつある。今後も
教職員一人一人のニーズに合った研修を実施していく。 学校教育課

13

（２）未来につながる
教育の充実

⑤鹿屋女子高等学校の
活性化

GIRLS教育推進プロジェ
クト（鹿屋女子高活性化
事業）

A3
　鹿屋女子高活性化基本方針に基づき、活性化を推進するソフト事業に取
り組む。

定員充足率 79％ ⇒ 100％ 100% 75% 100 76.6 100% 78.0% 100% 100% 100% 78.0% 〇
・鹿屋女子高「活性化基本方針」に基づく取組（ICT環境の整備、部
活動支援など）を推進。
・R5年度以降に向け、新たな取組の検討

教育総務課

14
（２）未来につながる
教育の充実

⑤鹿屋女子高等学校の
活性化

高等学校施設耐震化促進
事業

A3
　校舎等施設の耐震性能の向上を図り、生徒の安心・安全な教育環境の整
備に努める。

定員充足率 79％ ⇒ 100％ 100% 75% 100 76.6 100% 78% 100% 100% 100% 78.0% 〇
令和２年度で事業終了
令和３年度以降なし

学校教育課鹿
屋女子高

15

（２）未来につながる
教育の充実 ⑤鹿屋女子高等学校の

活性化
高等学校実験実習用備品
整備費

A3 　良好で質の高い学びを実現するために、備品を整備する。 定員充足率 79％ ⇒ 100％ 100% 75% 100 76.6 100% 78% 100% 100% 100% 78.0% 〇
　生徒数は、年々増加傾向にある。充足率向上に向けて、ICT環境の
整備や部活動支援など、様々な魅力の創出に取り組んでいる。

学校教育課鹿
屋女子高

16

（２）未来につながる
教育の充実

⑥国際化社会で活躍で
きる人材の育成

「かのや英語大好き」事
業

A2 　小学校に英語指導講師を配置し、英語の授業の充実を図る。
英検３級相当の英語力のあ
る生徒の割合

37.５％ ⇒ 50％ 50 37.5 43.0 46.1 45.0 32.3 47.0 49.0 50% 71.8% 〇
　5つの英語教育圏に5人のJTE(日本人英語指導講師)を派遣し、小学
校英語の充実を図ると共に、鹿屋市英語教育圏推進会議等の研究委員
としても研究実践に尽力する組織の再構築を行った。

学校教育課

17
（２）未来につながる
教育の充実 ⑥国際化社会で活躍で

きる人材の育成
英語暗唱弁論大会経費 A2 　英語弁論大会を実施し、市内の中学生の英語力向上を図る。

英検３級相当の英語力のあ
る生徒の割合

37.５％ ⇒ 50％ 50 37.5 43.0 46.1 45.0 32.3 47.0 49.0 50% 71.8% 〇
　鹿屋市小中学校英語弁論大会(中学校:スキット部門、弁論部門)に
加えて市内全小学生代表2人のキット部門を新設し、小中一貫として
の取組に変更した。

学校教育課

18
（２）未来につながる
教育の充実

⑥国際化社会で活躍で
きる人材の育成

英語力向上推進事業（小
学校）

A2
　小学６年生の英語力向上のため（特に「聞く」・「話す」の力）を検証
するため、英語力診断テストを実施する。

スピーキングクエストの平
均点数（小学６年生）

70点（各年度） 50 37.5 43.0 46.1 45.0 59.8 47.0 49.0 50% 132.9% ◎
　実施期間や取り組む問題を指定し、全小学校の成果と課題を学校ご
との比較においても見い出すことができるようにした。

学校教育課

19

（２）未来につながる
教育の充実 ⑥国際化社会で活躍で

きる人材の育成
英語力向上推進事業（中
学校）

A2
　中学校２年生の英語力向上のため、２技能を図る英語力診断テストを実
施する。（英検ＩＢＡの実施 R3～R5）

英検３級相当の英語力のあ
る生徒の割合

37.５%(R1) ⇒ 50％
※Ｒ２は未実施

260 202 210 219 220 250 230 240 260人 113.6% ◎
　全中学生を対象に、指定した期間で同一の問題レベルでの英検IBA
を実施することで、明確な成果と課題を指導改善に繋げられるように
した。

学校教育課

　教職員の指導力向上や授業改善に向けた意識改革を図る。 学校教育課

学校教育課
　教職員の資質向上、教育方法の改善等のために、研究協力校の指定や研
修視察経費の補助、ICT支援員の派遣等を行い学校教育の充実を図る。

9

（２）未来につながる
教育の充実

①学力と資質を育む教
育の推進

かのや授業力向上事業 A2

8

（２）未来につながる
教育の充実

①学力と資質を育む教
育の推進

教職員研修等推進事業 A2

成果指標 平成30年度⇒
令和６年度

元 2 3 4 5 6 所　管　課　事業
分類

事業概要
成果指標 年　度（令和）

R3の達成状況を踏まえ
改善・強化（工夫）している内容

No 基本施策 具体的施策 事業名

3／5



別冊２

第２期鹿屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標の達成状況 ※　達　成　度：◎…100％以上、〇…60％以上、△…20％以上、×…20％未満

基本目標④未来につながる住みよいまち ※　削減目標★：◎…０%以下、○…40%以下、△…80%以下、×…80%を超える（マイナス値であれば目標達成）

達成度 成果指標

(R3) 達成状況

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 実績値/目標値 (R3)

1

（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ①コンパクトなまちづ

くりの推進
都市計画決定業務 A3

　「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に向けて、都市づくり
の基礎となる「土地利用」や「都市計画道路」の指定又は見直しを行う。
また、中心拠点や地域拠点へ都市機能や居住の誘導を図るための立地適正
化計画の策定等を行う。

用途地域内人口密度 29人／ha⇒29人／ha 29 29 29 29 29 29 29人／ha 29人／ha 29人/ha 100.0% ◎
　「多極ネットワーク型コンパクトシティ」をの実現に向けて、令和
４年10月１日に公表する鹿屋市立地適正化計画に位置付けた誘導施策
の推進を図る。

都市政策課

2
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ③市街地中心地域の活

性化
街のにぎわいづくり推進
事業

A3
　市街地中心地域の活性化に向けた具体的な方策を講ずるため、市街地中
心地域周辺の商店街振興組合や地元関係者が中心となって実施する街づく
り活動を支援し、街のにぎわいを創出する。

市街地イベント等参加人数
25,590人⇒31,000
人

31,000 31,507 31,000 3,933 31,000 11,318 31,000 31,000 31,000人 36.5% △
　新型コロナの影響により中止してきたイベント等について、感染防
止対策を徹底した上での開催方法について検討する。

商工振興課

くるりんバス及び乗合タク
シー利用者数

36,210人⇒46,000
人

33,701 36,046 36,161 31,320 38,621 31,769 41,080 43,540 46,000人 82.3% 〇

　運行見直し・再編等を検討している。
（R4.3策定の地域公共交通計画に基づき、地域交通ネットワーク再編
検討方針を整理し、今後、利用状況調査・分析や地域との検討会など
を経て、実際の再編実施計画を構築し実施する。）

地域間幹線系統バス及び廃
止路線代替バス系統数

34系統⇒34系統 34 34 34 34 33 32 33 33 34系統 97.0% 〇

　運行見直し・再編等を検討している。
（R4.4策定の地域公共交通計画に基づき、地域交通ネットワーク再編
検討方針を整理し、今後、利用状況調査・分析や地域との検討会など
を経て、実際の再編実施計画を構築し実施する。）

鹿児島中央駅-鹿屋間直行
バス利用者数

66,464人⇒70,000
人

66,614 65,344 67,291 30,294 67,968 34,122 68,646 69,323 70,000人 50.2% △
　市ホームページに運行情報を随時更新している。

4
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑤良質な住環境の整備 住宅維持修繕事業 A2

　住宅の維持管理のため、現況復旧並びに住宅相互の格差是正を図り、住
宅の環境整備及び居住水準の向上を図る。

市営住宅の水洗化率
85.8％⇒92.7％
（2019⇒2022）

85.80% 85.80% 86.20 85.90 86.50% 86.30% 86.70% 87.90% 90.10% 99.8% 〇 　耐用年数を経過した老朽住宅の早期取壊しを推進している。 建築住宅課

5
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑤良質な住環境の整備 家賃徴収対策事業 A3

　入居者の公平さを保つため、滞納者に対し法的措置を行うなど家賃徴収
の向上を図るとともに住宅管理に寄与する。

収納率向上 94.04％⇒95.00％ 95.00% 94.75% 95.00 94.17 95.00% 93.79% 95.00% 95.00% 95.00% 98.7% 〇 　電話催告、訪問催告の取組み強化している。 建築住宅課

6

（１）快適な生活基盤
づくりの推進

⑤良質な住環境の整備 市有財産売却促進事業 A3
　市営住宅のうち一般住宅について、今後、新たな入居者が見込めない地
域にある戸建て住宅を現入居者に払下げ永住を促すとともに、市有財産の
適正な管理運営を図る。

一般住宅売却戸数（累計） 6戸　⇒19戸 3 3 3 4 4 4 4戸 5戸 19戸 100.0% ◎ 　売却土地情報の周知強化している。 建築住宅課

7
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑥治山・治水対策の推

進
雨水排水対策事業費 A3

　市内各所で発生している浸水、冠水箇所の改善を図り、安全で快適に暮
らせるまちづくりを目指す。

冠水箇所
★35箇所⇒21箇所
（2023年度）

33 33 32 32 28 32 24 21 14.3% ○
　鹿屋市総合雨水排水対策事業（２期計画）に基づき、着実に浸水・
冠水対策を推進する。

都市政策課

8
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑥治山・治水対策の推

進
排水路整備事業 A3

　断面不足や排水系統に起因する道路冠水を防止するため、排水路の整備
を行い、生活環境基盤の整備促進を図り、地域の民生安定に資する。

冠水箇所 ★35箇所⇒21箇所 33 33 32 32 28 32 24 21 21箇所 14.3% ○
　鹿屋市総合雨水排水対策事業計画(2期計画)に基づき、事業を進め
ていく。

道路建設課

9
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑦道路・橋りょう等の

整備と適切な維持管理
道路整備事業 A3

　主要な幹線道路の整備を行い、周辺地域とのアクセス機能の向上を図る
とともに、市民生活に最も身近な生活道路の整備による生活環境の改善を
図る。

市道の改良率 67.45％ ⇒ 68.90％ 67.7 67.5 67.9 67.5 68.2 67.6 68.4 68.7 68.90% 99.1% 〇 　幹線道路の整備について計画的に事業を進めていく。 道路建設課

10
（１）快適な生活基盤
づくりの推進 ⑦道路・橋りょう等の

整備と適切な維持管理
県営道路整備事業 A3

　地域幹線道路の交通の円滑化と地域経済の活性化を促進するため、県道
の整備を図る。（道路法第５２条第２項による県営事業に伴う地元負担
金）

県道整備率 81.5％ ⇒ 82.2％ 81.6 81.6 81.7 81.8 81.8 81.8 81.9 82..１ 82.20% 100.0% ◎ 　早期完成に向けて、県に継続的に要望していく。 道路建設課

11

（１）快適な生活基盤
づくりの推進

⑨下水道等の整備
公共下水道事業（排水設
備等設置整備事業）

A2

　生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、公共下水道の事
業計画区域内において、くみ取便所を水洗便所に改造し、又は浄化槽から
改造するため排水設備等を設置整備する者に対し、排水設備等設置整備事
業補助金の交付を行い接続率の向上を図る。

接続率 88.7％ ⇒ 92％ 89.3 88.8 89.8 88.9 90.3 88.0 90.8 91.3 92% 97.5% 〇

・市内の接続状況を管理する水洗化システムを改修し、未接続が多い
地域を把握し重点的に訪問するなど対策を実施
・未接続住居への戸別訪問による現状確認、接続案内文書の投函等の
周知活動

下水道課

12

（１）快適な生活基盤
づくりの推進

⑨下水道等の整備
小型合併処理浄化槽設置
整備事業

A2
　生活排水による水質汚濁を防止するため、公共下水道事業計画区域及び
農業集落排水整備事業区域以外の住宅に対して合併浄化槽設置補助を行
い、小型合併浄化槽等の計画的な整備を図る。

補助設置基数 334基 ⇒ 400基 400 328 400 266 400 193 400 400  400基 48.3% △ 　広報活動の充実（広報かのや掲載・ＨＰなど）に努めている。 生活環境課

図上訓練及び避難訓練の実
施

12回 ⇒ 20回 15 12 15 9 20 13 20回 20回 20回 65.0% 〇

　今後は、災害の種類により避難訓練等を計画し、危険区域の自主防
災組織に実施を働きかけ、サポートを行う。

防災出前講座への参加者数
377人 ⇒ 600人
（2017⇒2024）

500 436 500 842 600 510 600人 600人  600人 85.0% 〇

・令和３年度から危険度に応じて町内会をランク付けし、危険度の高
い町内会を優先して自主防災組織の育成を図っている。
・令和４年度から地域防災リーダーの育成のための研修を実施してい
る。

14
（２）安全で安心な生
活の実現 ①消防・防災対策の充

実
がけ地近接等危険住宅移
転

A3
　がけ地等危険な区域にある住宅を安全な場所に移転するものに対して移
転に要する経費を補助する。

危険住宅の減少 ★176戸⇒171戸 176 176 175 176 174 176 173戸 172戸 171戸 1.1% ○ 　広報活動の充実（広報かのや掲載・ＨＰなど）に努めている。 建築住宅課

15
（２）安全で安心な生
活の実現 ①消防・防災対策の充

実
県営砂防施設整備事業負
担金

A3
　県施工による砂防施設整備に係る負担金であり、事業実施により、災害
の未然防止を図り、地域住民の生命・財産を保護し、民生の安定、国土の
保全を図る。

砂防施設整備率 23.2％ ⇒ 24.4％ 23.2 23.2 23.2 23.2 24.4 23.2 24.4 24.4 24.40% 95.1% 〇 　早期完成に向けて、県に継続的に要望していく。 道路建設課

16
（２）安全で安心な生
活の実現 ①消防・防災対策の充

実
県単急傾斜地崩壊対策事
業

A3
　急傾斜地の崩壊防止工事を行うことにより、災害の未然防止を図り、地
域住民の生命・財産を保護し、民生の安定、国土の保全を図る。

急傾斜地整備率 31.3％ ⇒33.8％ 31.3 31.3 31.3 31.3 31.8 31.3 32.8 33.8 33.8% 98.4% 〇 　早期完成に向けて、県に継続的に要望していく。 道路建設課

17
（２）安全で安心な生
活の実現 ①消防・防災対策の充

実
県営急傾斜地崩壊対策事
業負担金

A3
　県施工による急傾斜地の崩壊防止工事にかかる負担金であり、事業実施
により災害の未然防止を図り、地域住民の生命・財産を保護し、民生の安
定、国土の保全を図る。

急傾斜地整備率 31.3％ ⇒33.8％ 31.3 31.3 31.3 31.3 31.8 31.3 32.8 33.8 33.8% 98.4% 〇 　早期完成に向けて、県に継続的に要望していく。 道路建設課

18

（２）安全で安心な生
活の実現

③防犯・交通安全の推
進

交通安全普及事業 A2

　交通安全の推進のため、各種啓発キャンペーンを行うとともに、交通安
全教室や、交通事故防止啓発事業等を実施している鹿屋市交通安全協会へ
助成を行う。
　また、高齢者が加害者となる交通事故を防止するため、運転免許証の自
主返納の促進を図る。
　鹿児島県市町村総合事務組合が運営する交通災害共済の事務を行い、交
通災害に遭われた加入者等に見舞金を支給する。

交通事故死者数 ★3人 3 5 3 4 3 3 3人 3人 3人 0.0% ◎
　引き続き、鹿屋警察署、交通安全協会と連携し、交通安全教室や各
種啓発キャンペーンを実施するとともに、令和４年11月には交通安全
フェアを開催し、市民の交通安全意識の向上を図る。

安全安心課

通学路合同点検実施箇所改
善実施率

83％ ⇒ 86％ 83 80 81 74 82 73 83 84 86% 89.0% 〇
　通学路合同点検に基づき、改善要望箇所の改善を行っていく。

道路建設課

交通事故死傷者数 ★399人⇒385人 385 380 385 305 385 254 385人 385人 385人 -44.0% ◎

　毎年の合同通学路点検による事故防止対策に加え、千葉県八街市で
発生した交通事故を受けて実施した、緊急通学路点検での要望箇所の
事故防止対策も重点的に取組んでいく。 安全安心課

肝属川の環境基準
（BOD）

★3.2ｍｇ/ℓ
⇒3.0ｍｇ/ℓ以下

3.0 2.1 3.0 2.4 3.0 3.3 3.0 3.0 3.0ｍｇ/ℓ以下 10.0% ○ 　広報活動の充実（広報かのや掲載・ＨＰなど）に努めている。

出前講座実施件数 ３件⇒10件 10 11 10 13 10 4 10 10 10件 40.0% △ 　広報活動の充実（広報かのや掲載・ＨＰなど）に努めている。

21

（３）自然環境にやさ
しいまちづくりの推進

③ごみ減量・リサイク
ルの推進

ごみ減量・リサイクル事
業

A1

　ごみの減量及びリサイクルを推進するため各種事業を行う。
　ごみ分別指導員による指導や生ごみ減量化対策として、生ごみ減量化支
援事業を実施し、３キリ運動や３０１０運動の拡充を行う。
　また、SDGｓへの取組の一つとして、ペットボトルキャップリサイク
ルを通してワクチンを届ける活動の推進を図る。

ごみ排出量
★（H29）843g/日⇒
780g/日

836 867 836 904 836 855 799 790 808g/日 2.2% ○

・地域のサロン活動等でごみ減量に関する周知（３キリ運動）を行っ
ている。
・令和４年度に生ごみ減量方針について作成予定である。
・リユース品の試験回収を実施し、ごみ減量に与える効果検証を行っ
ている。

生活環境課

生活環境課20

（３）自然環境にやさ
しいまちづくりの推進

①地球温暖化への対応 環境対策推進事業 A1
　肝属川等水質保全のため監視活動を行う。また、策定した環境基本計画
を具体化し、環境対策に資する各種事業の実施や地球温暖化対策啓発のた
め出前講座等を行う。

19

（２）安全で安心な生
活の実現

③防犯・交通安全の推
進

交通安全施設整備事業 A1

　ガードレール、ロードミラー等の交通安全施設整備を行い、交通事故防
止を図るとともに、横断歩道や通学路において、事故発生の恐れのある危
険箇所をカラー化、クロスマークやドットライン等の法定外表示をし、速
度規制やドライバーへの注意喚起を行う。

　災害につよいまちづくりを推進するために、避難所の機能の充実やＦＭ
放送を活用した防災知識の普及による防災意識の向上を図るとともに、土
砂災害警戒区域等の危険箇所を有する地域住民の避難体制の整備や自主防
災組織の防災活動に対する助成を行い、地域防災力の強化を図る。

安全安心課

地域活力推進
課

　地域住民の通院や通学等の移動手段を確保するため、廃止路線代替バス
や地域間幹線系統バスの運行に対する補助、鹿児島中央駅～鹿屋間直行バ
ス、くるりんバス、乗合タクシーの運行などを行う。

13

（２）安全で安心な生
活の実現

①消防・防災対策の充
実

災害につよいまちづくり
事業

A1

3

（１）快適な生活基盤
づくりの推進

④公共交通の充実 総合交通対策事業 A3

成果指標 平成30年度⇒
令和６年度

元 2 3 4 5 6 所　管　課　事業
分類

事業概要
成果指標 年　度（令和）

R3の達成状況を踏まえ
改善・強化（工夫）している内容

No 基本施策 具体的施策 事業名
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別冊２

第２期鹿屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略　成果指標の達成状況 ※　達　成　度：◎…100％以上、〇…60％以上、△…20％以上、×…20％未満

基本目標⑤ともに支えあい、いきいきと暮らせるまち ※　削減目標★：◎…０%以下、○…40%以下、△…80%以下、×…80%を超える（マイナス値であれば目標達成）

達成度 成果指標

(R3) 達成状況

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値 目標値 実績値/目標値 (R3)

1

（１）地域福祉の充実
③生活困窮者自立支援
の充実

自立支援プログラム策定
実施推進事業

A3
　職業相談の経験者、キャリアカウンセラー経験者等を雇用し、生活保護
者の就労意欲の喚起を促し、自立支援のサポートを行う。

生活保護受給者（プログラ
ム参加者）の自立率

37% ⇒ 45% 37.0 32.0 38.6 17.6 40.2 23.3 41.8 43.4 45.0% 58.0% △
　新規申請時等の就労支援（自立支援）プログラムの趣旨説明を行
い、早期の自立に向けた支援を行っている。

福祉政策課

実地指導 21件 ⇒ 50件/年 70 21 70 0 50 8 50 50 50 16.0% ×
　国の指導指針改正により、今年度から実地によらない指導も一部認
められることとなったことから、その実施方法について検討してい
く。

ケアプラン点検数 32件 ⇒ 300件/年 300 50 300 120 300 71 300 300 300 23.7% △ 　ケアプラン点検の開始時期を昨年度より早めている。

生涯スポーツイベント参加
者数

4,203人⇒5,000人 4,250 4,484 4,400 1,366 4,550 2,428 4,700 4,850 5,000人 53.4% △
　新型コロナウイルス感染症対策を講じたイベント等を実施した。
　※パラスポーツフェスタ、マリンフェスタ、ローズヒル駅伝等

スポーツ実施率（週１回以
上）

39.9％⇒65％ 44 44.8 48.2 45.8 52.4 47.1 56.6 60.8 65% 89.9% 〇
　鹿屋体育大学の知見に基づき、市民のライフステージ・ライフスタ
イルに応じたスポーツ・運動の機会や情報を提供している。

障がい者のスポーツ実施率
（週１回以上）

０％⇒40％ 39 38.3 39.2 48.3 39.4 48.3 39.6 39.8 40% 122.6% ◎

　ライフステージ・ライフスタイルに応じた、スポーツ・運動の機会
や情報の提供を行った。
※パラスポーツフェスタの実施、小学校でのパラスポーツ体験会（ク
ラス単位等）

①介護予防教室参加者
①：641人 ⇒ 新規
720人

480 238 720 136 720 232 720 720 新規720人 32.2% △
　新たな参加者を獲得するために、昨年度とは異なる実施会場や時間
帯に教室を開催したり、周知媒体をより分かりやすく表記を行うなど
工夫している。

②運動サロン参加者
②：558人 ⇒ 3,000
人

700 1,142 900 1,280 1,600 1582 1,800 2,000 3,000人 98.9% 〇
　介護予防教室や他の一般介護予防事業を通じ、介護予防活動に気軽
に取り組んでいただき、個別に相談対応を行うことで、運動サロンに
取り組むきっかけづくりに力を入れている。

5

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑦市民文化の振興
文化のまち鹿屋魅力アッ
プ事業

A3
　市民が文化活動で活躍できる場や文化に気軽に触れることのできる場を
提供し、文化のまち鹿屋の魅力アップにつなげる。

文化活動に関わる人の数
5,000人／年⇒6,500
人／年

5,000 7,353 5,200 3,636 5,500 4,444 5,800 6,200 6,500人/年 80.8% 〇
　R２年度に実施回数が減った事業について、新型コロナウイルス感
染症対策を徹底した上で、事業を実施。目標値は下回ったものの、
60％以上達成できた。

生涯学習課

6

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑦市民文化の振興 地域文化推進事業 A3
　地域文化の発表・育成・鑑賞を行うことにより、市民文化芸術の資質向
上を図る。

文化活動に関わる人の数
5,000人／年⇒6,500
人／年

5,000 6,913 5,200 4,085 5,500 3,676 5,800 6,200 6,500人/年 66.8% 〇
　R２年度に、新型コロナウイルス感染症対策で縮小したイベントを
感染対策を徹底した上で、一部通常どおり実施するなど、学びを止め
ない工夫を行った。目標値は下回ったものの、60％以上達成できた。

生涯学習課

２年生：85％⇒90％ 85 - 86 89.3 87 75.6 88 89 90 86.9% 〇

　R２年度に実施回数が減った事業について、新型コロナウイルス感
染症対策を徹底した上で事業を実施すると伴に「第４次鹿屋市子ども
読書活動推進計画」を策定した。目標値は下回ったものの、60％以上
達成できた。

５年生：55％⇒60％ 55 - 56 88.6 57 76.9 58 59 60 134.9% ◎
 　R２年度より実施回数が減ったが、新型コロナウイルス感染症対策
を徹底した上で事業を実施すると伴に「第４次鹿屋市子ども読書活動
推進計画」を策定した。目標値は達成した。

8

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑧生涯学習・社会教育
の推進

生涯学習推進事業 A2
　市民の生涯にわたる学習活動の支援と啓発を目的に、市民講座・出前講
座の周知広報を行う。また、中学校区を基本とする13地区に生涯学習推
進協議会等を設置し、地域を支える人材の育成を図る。

出前講座実施回数 313回⇒330回 315 289 318 121 321 174 325 327 330回 54.2% △

　R２年度に実施回数が減ったまちづくり出前講座やR３年度からの新
規事業である「かのや未来につながる若者応援事業」等を、新型コロ
ナウイルス感染症対策を徹底した上で事業の実施を計画した。

生涯学習課

9

（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進

①人権の尊重と男女共
同参画の推進

男女共同参画推進事業 A1

　男女共同参画推進条例及び第２次鹿屋市男女共同参画基本計画に基づ
き、男女がお互いの人権を尊重しつつ、共に責任を分かち合い、性別に関
係なくその個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現に向けた施策
を、総合的かつ計画的に推進する。

社会全体において男女が
「平等である」と感じる人
の割合
【市民意識調査】

14.9％　⇒　20.0％ 15 12.7 16 14.4 17 13.5 18 19 20.0% 79.4% 〇

・女性が様々な場面で活躍できるよう、女性応援セミナーや市民ワー
クショップの継続実施している。
・現状を把握するため「生理に関するアンケート調査」及び「市民意
識調査」の実施している。
・性別による不平等感をなくすための取組の一環として、性の多様性
に関する市職員研修の実施している。

市民課

10
（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進 ②地域コミュニティの

構築・充実
町内会経費 A1

　地域自治の重要な柱である町内会組織の充実強化や育成を推進すること
により、地域の活性化を図る。

町内会加入率 72.2％⇒73.0％ 72.3 70.9 72.5 70 72.7 68.7 72.8 72.9 73.0% 94.5% 〇
　町内会長、加入者、未加入者等にアンケートを実施するとともに町
内会長ヒアリングも併せて実施し、町内会の在り方の検討を行う。

地域活力推進
課

11

（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進 ②地域コミュニティの

構築・充実
地域づくり推進事業 A2

　講演会やワークショップ等の実施を通じて「住民主体による地域づく
り」の意識醸成を図りながら、市民活動団体やNPO等への支援を実施
し、さらに町内会等との一体的な取組を構築するなどにより、人口減少、
高齢化に対応した先進的な地域コミュニティの形成を促す。

市民活動支援事業申請件数 3件⇒５件 7 5 2 2 4 2 4 5 5件 50.0% △
　NPO法人以外にも、大学生等の若い世代の任意団体や、本市の活性
化に貢献したい市外の団体でも活用できるように新たな部門を設定
し、若い世代の地域づくりへの活動参加を推進している。

地域活力推進
課

12

（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進 ②地域コミュニティの

構築・充実
住みよい・住みたいまち
美里吾平づくり推進事業

A3
　美里吾平コミュニティ協議会が、地域の課題に対応していくために専門
部会を中心とした活動を行うとともに、地域と行政が一体となって「住み
よい、住みたいまち　美里吾平」づくりに向けて取り組む。

吾平地域人口 ★6,480人⇒5,980人 6,400 6,390 6,300 6,191 6,220 6,106 6,140 6,060 5,980人 -1.8% ◎
　吾平山上陵がある町として、神話のまちづくりに取り組み、神話を
活かした地域振興や商店街振興を行っていく。また地域住民が吾平に
誇りを持ってもらい、地域づくりに取り組む体制を推進する。

吾平住民サー
ビス課

13

（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進

②地域コミュニティの
構築・充実

あいら川プロムナード整
備事業

A3

　川まちづくり事業による姶良川の堤防敷の改修、整備に合わせ、あいら
の散歩道を外灯と提灯で彩ることで、隣接している「湯遊ランドあいら」
と相乗的に観光、健康づくりによる魅力アップと交流人口の増加を図る。
　また、その事業資金をガバメントクラウドファンディングで調達し、地
域団体等と共同で事業を実施することで、市民の姶良川の親水意識と自主
的な環境美化意識の醸成を図る。

吾平地域交流人口
362,577人⇒
425,000人

480,000 407,782 400,000 276,515 415,000 303,613 420,000 425,000 425,000人 73.2% 〇
令和３年度のみ事業実施（GCF）
令和４年度以降なし

吾平住民サー
ビス課

14
（３）共生協働・コ
ミュニティ活動の推進 ③地域支援体制の充実

高齢者元気度アップ地域
包括ケア推進事業

A3
　地域包括ケアの推進に必要な地域の支え合い環境を醸成するため、高齢
者グループが行うボランティア活動に、現金に交換可能なポイントを付与
する。

個人･団体ボランティア活
動者数

1,813人 ⇒1,850人 1,790 2,842 1,850 2,961 1,850 3,475 1,850 1,850 1,850 187.8% ◎
　人材確保を目的とした新たなボランティアポイントを追加し、高齢
者支援の担い手の確保を図っている。

高齢福祉課

7

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑦市民文化の振興 読書活動推進事業 A3
　読書活動の普及促進と子どもを中心とした読書活動の推進を行うことに
より、図書館での生涯学習社会の創造を図り、豊かな心の教育の推進と次
代の地域を担う人づくりを目指す。

小学２・５年生の「本を読
むことが好き」な児童の割
合

A1
　鹿屋体育大学等と連携して、地域における住民主体の介護予防活動等の
育成、支援を行う。

4

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑥鹿屋体育大学と連携
した地域活性化

地域介護予防活動支援事
業

生涯学習課

高齢福祉課

3

（２）健康づくり・生
きがいづくりの推進

⑤生涯スポーツの推進
みんなで楽しむスポーツ
ライフ推進事業

A2
　市民がいつでもスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ環境を整備
するため、各種イベントの開催及び総合型地域スポーツクラブへの補助を
行う。

A3
事業所指導やケアプラン点検、ケアマネジャー研修、自立支援・重度化防
止PFS事業などを通じて、介護サービスの適正化や重度化防止による給付
費増加抑制を図る。

高齢福祉課2

（１）地域福祉の充実

⑤介護サービスの提供 介護給付適正化事業

成果指標 平成30年度⇒
令和６年度

元 2 3 4 5 6 所　管　課　
成果指標 年　度（令和）

R3の達成状況を踏まえ
改善・強化（工夫）している内容

市民スポーツ
課

No 基本施策 具体的施策 事業名 事業
分類

事業概要
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